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「日本型酪農経営継承システム」の開発に向けた実態分析と課題 

公立大学法人秋田県立大学 高津英俊 

公立大学法人高崎経済大学 片岡美喜 

1. はじめに  

酪農家戸数の減少は、全国的に止まる兆しを見せていない。農林水産省によると酪農家戸数は

2000 年 33,600 戸から 2019 年 15,000 戸と半数以下まで減少している。20 年間で 18,600 戸の酪農

家の廃業は、基本法農政下で蓄積してきた有形・無形の酪農資産を継承せずに消失したことを意

味する。特に都府県では北海道に比べ飼養頭数及び酪農家戸数の減少速度が速く、生産基盤の維

持そのものが喫緊の課題となっている。 

かかる状況に対して、経営資産を有効利用するために酪農経営を新たに開始したい者と離農予

定者とのマッチングを実施し、経営継承を支援する取組みが 1980 年以降に北海道を中心に見られ

るようになった。 

先行研究でも同様の状況が見られ、北海道を事例とした研究は多数見られる一方で、都府県酪

農の第三者継承に焦点を当てた研究は少ない（長田他、2017；高津・鵜川、2019；山内他、2019；

山崎、2012）。これらの研究では、都府県における個別事例や支援施策に関する報告など、継承時

の諸課題の整理が中心となっていた 1。北海道と都府県では立地面等で酪農形態が異なることか

ら、都府県地域を事例とした研究の更なる蓄積が求められる。また、酪農における第三者継承の

支援組織に焦点を当て、その支援状況の比較分析を行った研究もほとんど見られない。 

そこで本研究では、酪農の第三者継承支援に取り組む都府県地域の支援組織を事例に、同組織

及び支援を利用した酪農経営者への聞き取り調査から、その役割と課題を明らかにすることを目

的とする。調査地域は、組織形態が異なる支援組織（協議会方式 2、酪農協主導方式 3）を有する

4 地域を選定した。 

 

2. 第三者継承の特徴と定義 

（1）都府県における酪農の第三者継承の特徴 

北海道と都府県酪農は、この 30 年余で構造的な変化を遂げている。畜産統計（農林水産省）よ

り飼養戸数の変化を比較すると、1985 年から 2017 年の変化率は北海道では‐63.7%、都府県では  

‐84.5%と大幅に減少している。飼養頭数の変化率を見ると、北海道は‐3.54%にとどまっている

状況に対して、都府県では‐58.3%と大幅な減少傾向を示しており、都府県酪農の顕著な縮小傾向

を示している。 

一戸当たりの飼養頭数は、1985 年は北海道 46.4 頭、都府県 20.0 頭であったが、2017 年は北海

道 123.5 頭、都府県 53.8 頭と両地域とも増加している。とりわけ北海道では、経営資源の集積に

伴う大規模化により、飼養戸数の減少傾向にも関わらず飼養頭数の維持を果たしている。 

酪農家の離農問題に対して、北海道では 1982 年開始の公社営農場リース事業を嚆矢に、同制度

をベースとして翌 1983 年から開始した浜中町農協、1995 年に開始した別海町、近年では R＆R お

んねない（北海道美深町）など、第三者継承支援が展開された。北海道では酪農が基幹産業とな

っている地域があり（特に道東）、行政や農協の資金投入を含めた積極的関与が見られている。 
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都府県においても 1999 年に農水省畜産局によって「新たな酪農・乳業対策大綱」が策定され、

「日本型畜産経営継承システム」が提示されたことで、酪農の第三者継承支援が散見されるよう

になり、支援体制構築の萌芽が見られた。これ以後も、社団法人酪農ヘルパー全国協会が実施し

た「日本型畜産経営継承システムフォローアップ勉強会」（2004 年～2005 年）や JA 全中が実施し

ている「JA 畜産経営継承支援事業」（2001 年～）、そして全国農業会議所が国の受託事業として実

施した「経営継承支援事業」（2008 年～2017 年）等の取組みにより、第三者継承という用語と取

組みが農業関係者を中心に普及した。本研究の対象事例は、2000 年代後半から 2010 年代前半に

開始されていることから、先述した施策を経た後に取り組まれている。 

政策的進展がみられる以前は、酪農への就農希望者が現れた時に一部の支援主体（行政、普及

所、農協等）が対応している状況がみられていた。このような個別に対処する形の支援方法は、

取組の継続性や情報の集約・提供の点で課題があったが、酪農が盛んな都府県地域を中心に第三

者継承支援のための組織を作り、関連組織が共同で支援する仕組みが構築された 4。特に都府県で

は、地域内での酪農の位置づけが小さいことから、北海道とは異なる独自のシステム形成が必要

とされている。 

例えば福田(2000)は、都府県では農地価格の高騰と家産としての所有意識が強いため、子弟継承

の場合とは異なり、第三者継承では経営資産の移譲が困難な場合があると指摘し、所有と経営の

分離あるいは、所有と利用の分離を進める必要があるとしている。農地価格の高騰は別として、

これらの指摘は現在においても都府県において検討すべき課題であり、賃貸後譲渡する方式や法

人化方式など、地域の周辺環境や経営状況を加味した第三者継承支援が求められている。 

 

（2）本研究における第三者継承の定義 

本研究における第三者継承の定義を示すにあたり、関連する先行研究から検討したい。山本

(2019)は、農業の第三者継承について「経営内（親族内）で後継者が見つからなかった場合に、血

縁関係のない新規就農者（第三者）へ事業を継承するもの」としている。有形資源（農地・施設・

機械など）と無形資源（技術・ノウハウ・信用など）の双方を一定の時間をかけながら受け渡し

てゆくことで円滑な経営権の移譲を果たす取組みである。 

先の定義では、後継者のいない農業経営者と新規就農者が想定されるが、本研究で扱う都府県

における酪農の第三者継承では、継承者として、経営主たる個人だけではなく、継承過程で法人

化したケースも含めている 5。また、酪農の第三者継承においては所有権と経営権は必ずしも一体

ではないこと、現経営内の雇用人材に経営権を移譲するケースがあることなどが指摘できる。 

したがって本稿における第三者継承の定義は、「家族経営内で後継者が見つからない酪農経営者

（移譲者）が、酪農経営を希望する第三者に経営資源と経営権を移譲してゆく過程」とする。こ

の定義にしたがって、本稿では経営移譲に際しての支援組織の役割と課題を考察してゆくもので

ある。 

 

3. 事例分析 

（1）支援組織の概要と特徴 

表 1に本研究で調査した 4地域の支援組織の概要、表 2に支援組織による支援の内容を示した。
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表 1 では支援組織の組織形態と特徴を分析するために、事務局機能を担う組織と、支援を行う際

に関係している構成組織についての調査結果を示した。表 2 の支援組織による支援内容について

は、継承前と継承後の支援の違いに着目した項目を設定している。とりわけ、継承前においては

情報収集や仲介方法など先行研究では比較分析されていない項目を設けている。 

事例分析に入る前に事例 A、B、C、D 各県における酪農業の現状をみてゆく。2000-2019 年間

で酪農家戸数の増減率は、事例 C 県は‐78.7％（都府県全体で‐61.7％）と突出して減少してい

る。他の事例は、都府県全体と同等のレベルである。一方で飼養頭数は、都府県全体の同じ期間

の増減率‐55.7％を全ての事例の県が下回っていることから、酪農家戸数の減少数は大きいが、飼

養頭数の減少が少なく、地域産業としての酪農業の存続に注力していると評価できる。 

各事例の 2018 年の生乳生産量について農水省の「牛乳乳製品統計」からみると、A 県、B 県は

上位 1～10 位以内、D 県は 10 位台前半、C 県も 20 位台と酪農が盛んな地域が多い。 

つづいて「支援組織の組織形態」を見ると、今回の調査結果から、A・B・C 県にみられる「協

議会方式」と、D 県にみられる「酪農協主導方式」が確認できた。D 県の事例では、連携組織と

して以前は地方自治体が加わっていたが、支援方針等の違いから自治体には支援組織から退出し

てもらい、現在は酪農協が主導している。 

協議会方式である A・B・C 県では、2000 年代後半から 2010 年代前半にかけて支援のための協

議会を設立している。今回の調査で最も支援経験がある A 県の特徴は、10 組織 12 名と協議会へ

参加する構成組織と人数が多いことである。A 県担当者によると、協議会方式を確立したことで、

各組織・各セクションに分散されていた支援に関わる情報を共有及び一元化できた点を評価して

いる。4 県ともに第三者継承支援のケースは、北海道と比較すれば多いとは言えないが、支援した

経営体はいずれも本調査時点では経営継続している。 

表 2 には、各支援組織による支援内容について示した。「継承前支援」として離農予定の移譲者

に関する情報収集を行う必要があるが、A・B・C 県の事例のように地元酪農協が中心で実施する

場合が多い。  

特に、A 県では 2012 年に酪農協の調査により、離農予定者のリストを作成されているが、他県

では職員レベルでは離農予定者を把握しているものの、リストの作成までには至っていない。B 県

では、畜産協会が第三者継承に関する県の補助事業を受託していたため、県内の各 JA を訪問して

直接情報収集を行っている。 

一方、「継承者への情報提供」は、新・農業人フェアへの参加等（A 県）、HP での周知（B 県）、

全国組織からの打診（C 県）、ハローワーク等を通じた従業員の募集（D 県）など、それぞれの事

例に合わせた多様な形で実施している。 

第三者継承支援の実施は、A 県の協議会は 2011 年度から 2019 年現在まで国・県から事業予算

を確保してきたため 6、恒常的な第三者継承の受け入れを行っている。B・C 県の事例は、移譲者・

継承者の両者または一方の出現によって協議会が招集されるという形式をとっている。D 県は、

移譲者の経営体を株式会社化するため、継承者は株主総会を経て、従業員の中から選出すること

で継承する予定である。 
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A県の事例 B県の事例 C県の事例 D県の事例

中国地方 関東地方 中国地方 中部地方

協議会方式
（地域システム確立協議会）

協議会方式
（ワーキングサポート
チーム）

協議会方式
（畜産協議会）

酪農協主導方式

事務局機能 県農林水産部 県畜産協会 市農林水産課 地元酪農協同組合

①県農林水産部畜産課
②      同          農産課
③県農協中央会
④県農業会議
⑤全酪連合会
⑥中四国酪農大学校
⑦農林漁業担い手育成財団
⑧県畜産協会
⑨共済組合
⑩地元酪農協同組合

①県畜産協会
②県農政部畜産課
③県農業公社
④県農業事務所
⑤日本政策金融公庫
⑥地元JA
⑦地元市町村
⑧地元農業委員会

①市農林水産課
②県地域事務所
③県酪農協同組合
④県畜産協会

①地元酪農協同組合
②酪農経営コンサルタント
　（獣医師）

(※取組当初、自治体が参画
していた時代もあった．)

2011年 2011年 2007年 2014年　

4件 1件 3件 2件

表１　第三者継承の支援組織の概要

支援機関の組織形態
（支援機関の名称）

構成組織

取組開始年

これまでの支援実績

資料：筆者らが実施した聞き取り調査より作成

　注）A・C・D県の調査は2019年，B県のみ2018年に実施している．

地域名
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A県の事例 B県の事例 C県の事例 D県の事例

移譲者の情報収集 ・地元酪農協，畜産協
会，県農林水産部によ
る離農予定者のリスト作
成

・県畜産協会→県内JA
への意向調査

・地元酪農協による募集 ・地元酪農協で離農予
定者を探索

継承者への情報提供 ・新農業人フェアへの参
加

・HPや行政を通じて公
募

・中央畜産会からの照
会

・ハローワークなどを通
じて従業員として公募

仲介の方法/内容 ・協議会による2年間の
受け入れプラン（県の予
算措置により常時受入
可能な体制の構築）

・移譲者と継承者の両
者が現れた時点で，
ワーキングサポートチー
ムを発足

・本事例の場合，継承
者からの意向を受け、市
と畜産協会が協議会を
発足

・地元酪農協及び酪農
コンサルタントによる離
農予定者への提案

経営計画の指導 ・協議会による就農計画
の策定支援

・ワーキングサポート
チームによる就農計画
の作成支援

・継承者を含めた協議
会の開催で，経営分析
や経営計画などを検討

・地元酪農協及び酪農
コンサルタントによる経
営指導の実施

酪農技術の指導 ・酪農大学校での社会
人フィールド研修（2週
間・1か月）
・地元酪農協の臨時（選
任）ヘルパーとしての勤
務

・ヘルパー利用組合に
加入し業務を通じた技
術習得,段階的に移譲
先での研修割合を増や
す仕組みの導入

・現在は，移譲者との併
走期間による技術習得

・雇用経営体としての従
業員教育
・コンサルタントの提案に
より業務成績に関する従
業員ミーティングの導入

推奨する継承方式
（所有権・経営権）

・所有権・経営権共に移
譲されるのが望ましい
が，事案による

・相続に伴う資産の散逸
化を防止のため，所有
権，経営権の同時継承
を推奨

・相続に伴う資産の散逸
化を防止のため，所有
権，経営権の同時継承
を推奨

・株式会社方式を採用
し，所有権と経営権を分
離させている

譲渡価格の決定 ・移譲者と継承者との交
渉

・地元JAによる資産評
価

・移譲者と継承者との交
渉
・酪農協，県地域事務
所による参考価格の提
示

・株権を発行し,当座は
現経営者や組合員らが
保有するが、経営が軌
道に乗った時点での売
買予定

継承資金の支援例 青年等就農資金，農の
雇用事業（併走期），農
業次世代人材投資資金
等

青年等就農資金, 新規
就農応援事業（JAバン
ク）等

スーパーL資金，近代
化資金等

株主から出資金供出に
よる対応（借入は地銀を
主体．日本政策金融公
庫等も含む）等

経営相談/技術指導 ・県酪農経営支援チー
ムによる経営,技術指導

・ヘルパー時代の人的
ネットワークの利用

・県畜産協会，市が毎
月実施する定例簿記研
修会に出席し，経営管
理技術の向上に努め
る．

・地元酪農協および酪
農コンサルタントが実
施．従業員教育は，場
長など経験のある社員
が実施

・2012年に地元酪農協
が中心となり離農予定
者のリストを作成したが，
多くが地域住民らの反
対で実施不可能な状況

・施設設備の適正評価
額の算出，継承者の技
術熟練度の評価，自給
飼料生産用農地の取
得，継承者の経営開始
後の技術指導

・地域住民との関係性，
地域住民からの苦情や
反対で継承困難になる
ケースも見られる

・地域住民からのクレー
ム対応

資料：筆者らが実施した聞き取り調査より作成
　注）A・C・D県の調査は2019年，B県のみ2018年に実施している．

表２　支援組織による支援の内容

支援上の課題

継
承
前
支
援

継
承
後
支
援
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「経営計画の指導」については、各支援組織が実施しているが、個人を継承者として迎える A・

B・C 県の事例では、県や市町村が就農計画の策定に加わるため、認定就農者の資格を得やすいと

いうメリットがある。D 県の事例は、法人として経営継承するため、多様な酪農経営体を見てき

た経営コンサルタントによる助言・指導が行われている。 

「酪農技術の指導」は、A 県には酪農を専門とした農業大学校があるため、2 週間（座学 43 コ

マ、実習 34 コマ）の体験コースを経て、酪農ヘルパーとして 3 ヶ月以上勤務した上で、移譲者と

のマッチングを行い、移譲者との併走期間で技術習得する 7。B 県も同様に、酪農ヘルパーとして

充分に業務経験を積んだ上で、移譲者との併走期間に入ることを推奨している。C 県では、移譲

者との併走期間が技術習得の機会となっている。D 県では、会社組織として牧場長など経験豊富

な社員が従業員教育を担当している。コンサルタントからの提案で経営成績を従業員間で議論す

るミーティングの場を提供している。 

 「継承後支援」として、利用された「継承資金の支援例」を挙げているが、協議会方式である

A・B・C 県では各種補助金や制度資金の利用指導を行っている。事例 D の場合は酪農協主導で株

式会社化を進めることから株主の資金拠出に加えて、民間金融機関の融資を積極的に利用してい

る。 

「継承後の相談/指導」についても、いずれの地域でも実施されており、A・B・C 県では協議会

内の組織が担い、D 県では酪農協と酪農コンサルタントが担当している。 

調査対象者が述べた「継承支援上の課題」は、地域住民との関係性に起因したものが多い。こ

れは住宅地と牧場と近接している都府県ならではの課題である。その要因となるのは飼養牛の糞

尿の臭いや水質悪化など地域住民の居住環境に関わる問題である。A 県では離農予定者のリスト

を作成したが、地域住民からの反対もあり、現在は移譲できる経営体が少なくなっている。C・D

県の事例でも同様の事態が発生している。D 県の酪農協は、地方自治体には住民からの反対意見

も尊重せざるを得ない事情もあったことや、各種助成に際して建築確認等に多くの時間を要して

しまうことを理由に、支援組織のメンバーからの退出を願い出ている。D 県の酪農協では自費で

外部機関に依頼し、臭気調査や排水の水質調査を実施するとともに、地域住民への補償を行って

いる。B 県では、他の都府県と同様に施設・設備等の適正な売り渡し価格の算出に課題を持って

いる。 

 

（2）支援を受けた継承者の酪農経営の特徴 

表 3 に、前節で説明した各支援組織の仲介を経て移譲を受けた継承者への聞き取り調査の結果

を示した。各事例の牧場は A、B、C 県が山間部、D 県は臨海部（海岸部の防風林の中）に位置し

ている。山間部でも A が最も住宅地から遠く、B、C は比較的近隣に住宅地がある地域の立地で

ある。 

 

① 継承者の就農実態 

1） A県の事例 

A 県では、2014 年の 9 月に移譲者から継承者への事業継承が完了し、山地酪農と呼ばれる山間

地の斜面を利用した放牧型の酪農が開始している。 
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A県の事例 B県の事例 C県の事例 D県の事例

2014年 2015年 2008年 2018年

無 無 有(合同会社) 有（株式会社）

システムエンジニア 酪農法人の従業員 自衛官 酪農法人の従業員

1年4か月の併走期間 8年間の業務経験と
ヘルパーの業務経験

自衛官を退役後、叔父の経営する酪農経
営で1988年から従業員として勤務

他の酪農法人での
17年間の業務経験

移譲者年齢（移譲時） 72歳 76歳 - 82歳（現役）

・移譲後2か月間，搾乳機械の導入まで搾
乳支援に訪問．その後も随時指導に訪問

・経営継承後も継承者と良好な関係を築
き，日常的に作業を補助する関係性

・前経営者の逝去による第三者継承であ
り、現在は関係性はない

・数年後に継承者に経営権を移譲予定であ
るが，現在も社長として経営，作業に参画

労働力家族労働力 2名（夫37，妻37） 2名(夫36，妻) 3名(夫52，妻58，父) 2名（移譲者夫婦）

雇用労働力 無 無 無 14名（40代3名，
20代11名）

飼養 搾乳牛 19頭 34頭 48頭 360頭

育成牛 17頭 10頭 31頭 60頭

飼養施設 放牧酪農（山地酪農） 繋ぎ飼い牛舎 繋ぎ飼い牛舎 フリーバーン牛舎

搾乳施設 4頭タンデムパ－ラー パイプラインミルカー パイプラインミルカー 12頭Wパラレルパーラー

年間出荷乳量 107t 283t 523t 3500t

乳質 平均乳脂肪率 3.82% - 3.68% 3.5%

乳タンパク質 - - 3.29% 3.1%

無脂乳固形分率 8.56% - 8.73% 8.76%

体細胞数 30～40万/ml以下 24～28万/ ml以下 22万/ml 以下 25万/ml 以下

細菌数 10万/ml 以下 10万/ml 以下 10万/ml 以下 10万/ml 以下

外部委託 ・利用していない ・利用していない ・稲WCS利用 ・コントラクター利用

・酪農ヘルパー利用 ・TMRセンター利用

農地 27ha 60a 7.0ha 無

牧草地 24ha 無 3.5ha（粗飼料） 無

購入資金 1,500万円 2,140万円 3,600万円 －

借入金 1,000万円 1,800万円 2,400万円 －

自己資金 500万円 600万円 1,200万円 －

年間売上高 1,300万円 4,500万円 6,300万円 4億2,000万円

今後の意向と課題 増産したい 増産したい 現状維持する 増産したい

・輪換放牧の確立 ・繁殖，飼料の技術習得 ・稲WCSを増量したい ・従業員教育の充実

・搾乳牛の新規導入 ・乾乳牛舎の建設 ・従業員を導入したい ・一頭当たり乳量の増加

　注）A・C・D県の調査は2019年，B県のみ2018年に実施している．

表3　第三者継承支援を受けて参入した酪農経営体の概要

資料：筆者らが実施した聞き取り調査より作成

創業年

法人化の有無

継承者（予定者）前職

経営主の酪農経験

移譲者の位置づけ
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A 県の継承者（継承者 A）は、大学院終了後、東京にある企業でシステムエンジニアとして働

いていたが、2010 年に退社して酪農での就農を目指すことになる。酪農業を選んだ理由は、妻の

実家が北海道で酪農業を営んでおり、帰郷した際に手伝い、面白いと感じたことが大きく影響し

ている。妻の実家への就農も考えたが、飼養形態として放牧型の酪農を行いたいとの希望があり、

つなぎ飼養を行っていた妻の実家での就農は断念している。 

そこで、継承者 A は、北海道庁から南下するように各県庁の担当窓口に連絡を取っていった。

南下を続け、話が進み出したのが A 県であった。県の担当職員との連絡をとって、A 県をはじめ

て訪問した際、2 軒の廃業予定の酪農家を紹介されたが、どちらもつなぎ飼いであった。東京に戻

り 1 週間程経過した時に、再び県職員から連絡があり、放牧をしていた牧場で第三者への経営継

承を望んでいるとの情報が入った。好機と考えた継承者 A は、すぐに岡山を訪問して牧場主との

交渉に臨んだ。牧場主からの提示された条件は、既婚者であることの 1 点であった。その理由は、

家族経営による酪農業は多忙のため恋愛をする時間がないという前牧場主の想いであった。また

現牧場主がパソコン好きだったことから、共通の会話も弾み、交渉もスムーズに進んでいった。 

その後試行的に 1 週間の研修を受けたのちに、1 年半の研修を経て、牧場主から経営移譲を受

けた。研修期間中の 1 年半の間は、全国農業会議所が行っていた「農業経営継承事業」や A 県に

より各種サポートを受けている。 

 調査した 2019 年現在は、継承者 A 氏（37 歳）と妻（37 歳）の 2 名によって営農されている。

搾乳牛 19 頭、育成牛 17 頭の計 36 頭を飼養している。飼養管理一般を A 氏が担当し、保育部門

を妻が担当するなど役割分担を行っている。27ha という広大な放牧地を利用して山地酪農を行う

とともに、就農に際して最新の搾乳後に自動離脱する 4 頭タンデムパーラーを導入して、家族労

働力でまかなえる体制を整えている。 

牛舎を構えない山地酪農がゆえ、就農の際の設備投資は 1,500 万円に抑えられている。2018 年

の売上額は 1,300 万円であり、今後は育成牛を搾乳牛として育てることで、出荷乳量を増加した

いという意向を持っている。将来は、淡い期待だと前置きした上で、ジェラート部門を立ち上げ

たいという展望を有している。 

 

2） B県の事例 

B 県のケースでは、継承者（継承者 B）が 2015 年に前経営者から酪農経営を引き継ぎ、経営主

になった。経営者 B の牧場は中山間地の谷間に立地している。 

継承者 B は、B 県内の大規模酪農経営で 8 年間、従業員として働いた後、県の畜産協会が公募

した経営継承支援の取り組みに応募する形で就農している。その後 1 年半のヘルパー経験を経て、

技術習得ならびに地域の酪農家との人的ネットワークを形成した。酪農ヘルパーとして経験を積

みながら、継承予定の牧場で前経営者からの研修を受講している。 

経営継承に際しては、前経営者が所有していた牛舎・施設、農地、経産牛など一式を 1,300 万円

で購入している。また、在庫飼料などを 140 万円で合わせて購入している。さらに、新たに初妊

牛や経産牛の導入費用として 700 万円を計上している。合わせて、継承時には 2,140 万円の費用

を要している。その内、1,800 万円を 2 年間返済猶予で 10 年償還の借入により対応している。 

経営開始後 3 年が経過した 2018 年現在、妻との 2 人による家族酪農経営を営み、経産牛 34 頭、
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育成 10 頭の飼養している。経産牛 34 頭の内、2017 年度は 26 頭が搾乳牛となり、年間で 283 ト

ンの原乳を系統出荷している。飼養方法は、つなぎ牛舎での飼養で、パイプラインミルカーを利

用した搾乳体制を取っている。 

課題は、出荷乳量の増大及び後継牛の育成体制の確立による収益性の確保である。現状では、1

頭当たり年間平均乳量は 8,300kg 台と高い水準には達していなく、1 頭当たり乳量の確保が求めら

れる。また、保育施設の整備が途上にあり、育成牛のうち 5 頭は外部の育成牧場に預託している

ので、今後は保育施設を整備して後継牛を自家育成できる体制を構築したいという意向を持って

いる。 

 

3） C県の事例 

C 県の継承者（継承者 C）は、2008 年に伯父が営んでいた酪農経営を伯父の娘から継承するこ

とで酪農経営者となっている。 

もともと伯父の長男が後継者として目されていたが不慮の事故で亡くなってしまい、当時、自

衛官として勤務していた 21 歳の C 氏は伯父から呼び戻される形で酪農業に参入にすることにな

った。伯父は酪農業とともに運送業を営んでいたため、最初の 5 年間はトラックドライバーと牧

場従業員を兼務していたが、6 年目以降は牧場での作業従事に特化することになった。それから

しばらくして伯父が急逝し、経営の不採算部門になっていた酪農部門の譲渡が検討された。その

際、C 氏は妻と相談し、｢ずっとやってきたんで、自分らでやろうか｣という思いで牧場の購入を

決めた。C 氏の子どもはまだ高校生 1 人と中学生 2 人ということで金銭的な不安はあったが、関

係機関や地元の人達などから多くの応援が寄せられたことも背中を押した。 

事業譲渡や設備投資には 3,600 万円を要したが、日本政策金融公庫から 20 年償還で 2,400 万円

の借入をしたが、返済を早期に終了している。 

2019 年現在、C 氏（52 歳）と妻（58 歳）による家族経営で酪農が営まれている。つなぎ飼い牛

舎で搾乳牛 48 頭、育成牛 31 頭、計 79 頭を飼養している。飼養上の特徴は、同じ地域内の集落営

農組織が提供する稲 WCS をふんだんに給餌するところにある。稲 WCS の利用により安定した乳

量を確保することができ、一頭当たり平均年間搾乳量 11,000kg と県平均の 9,600kg を大幅に超え

る成績を残している。 

今後の意向としては、経営がある程度確立したため現状を維持する予定である。近年、小学校

の社会科見学を受け入れており、搾乳体験やアイスクリーム作り体験などの酪農体験を提供して

いる。子ども達が嬉しそうに作業してくれるので、これらの取り組みをしばらく継続したいとの

意向がある。 

 

4） D県の事例 

D 県のケースでは、現在牧場の移譲中であるが、移譲に伴い牛舎や搾乳施設を新設している。

2018 年 11 月からは生乳生産を開始し、2019 年 4 月には本格的に稼働している。 

経営主が、年齢的な問題から勇退を考え始めていたときに、加入する酪農業協同組合の組合長

から打診を受けたことで、牧場をリニューアルして第三者へ経営移譲していくことを決めている。 

第三者継承を検討した結果、縦 16 メートル、横 210 メートルという広大な牛舎と事務所を新設
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し、雇用も導入する大規模酪農経営となった。設立に当たり株式会社方式を採用した。地元酪農

家らを中心に、関連する企業や地域の金融機関などが出資し、株主となっている。 

移譲予定の牧場は、2019 年現在、経営主を筆頭に、牧場長の N 氏、40 代の従業員 3 名、20 代

の従業員 6 名、パート 3 名の 14 名体制で営農している。女性従業員もいることから事務所を新設

する際、男女別のトイレ、シャワー、更衣室を設置している。勤務形態は、1 日 8 時間労働の交代

制で、休日は 3 日働いて 1 日休む 3 勤 1 休制を導入している。 

現在、牧場長を務め、継承者候補の N 氏は、実家が酪農家ではなかったが、幼少期から「牛飼

い」になりたいという夢を持つ人物であった。大学卒業後には、北海道や海外で酪農の研鑽を積

み、一度は地元の JA に勤務したものの、やはり酪農の生産現場に戻りたいと思い、浜名酪農協の

副組合長が経営する牧場で 17 年間従業員として働いた経験を持っている。 

同牧場は 2019 年時点で飼養頭数は 420 頭、うち搾乳牛が 360 頭、未経産牛が 60 頭という大規

模な酪農経営を行っている。2018 年 11 月に牧場が稼働したばかりで、1 年目の成績はまだ確定し

ていないが、順調に推移すれば、生乳生産量 3,500 トン、生乳販売による販売金額は 4 億 2,000 万

円となると予測されている。経産牛 1 頭当たりの生乳生産量は少ない状況にあるが、これは導入

した全ての牛が初妊牛であることが要因である。このため、数年内に 1 頭当たり生産量は増えて

くるとの見通しを立てている。1 日当たりの目標生産量を 10.6 トンと設定しているが、取材に訪

れた 8 月はどうしても乳量は下がり、最も下がってしまったときで日量 9 トンまで下がってしま

った。 

牛舎はフリーバーン式で、先にも述べたとおり縦 16 メートル、横 210 メートルと広大な牛舎と

なっている。搾乳施設もデラバル社製の最新鋭 12 頭ダブルパラレルパーラーを導入し、これによ

り搾乳時間も朝夕各 3 時間程度にまで抑えられている。加えて、同社製の個体管理システムも併

せて導入している。 

給餌は、組合の TMR センターを利用して 1 日 1 回配送されてくる。1 回に使用する TMR 飼料

の量は 11.5 トンとなっている。ふん尿の処理は、組合のコントラクター事業を利用して、1 週間

で全ての牛床が取り替えられる。 

今後の課題と展望について、経営主の K 氏と牧場長の N 氏に伺ったところ、K 氏は、年齢的な

こともあり、そろそろ勇退を考えている。同氏は、N 氏をはじめとする従業員にうまく引き継い

でいくことが課題であるとした。 

また、牧場長として、日々のオペレーションを行う N 氏は、今後、誰が牧場長となっても経営

できる仕組みづくり、経営システムの形成に注力したいと述べた。例えば、誰かがいなくなった

場合、経営が行き詰まってしまう組織ではなく、誰かが欠けてもうまく運営できる仕組みを作り

たいとのことである。このため、普段から従業員には、「報告でなく、相談できる人になってくれ」

と伝えている。また N 氏は、現在自分のところに集まっている権限を徐々に従業員に付与して、

それぞれが責任ある立場になるような自律性の高い組織へと変革していきたいとの意欲も持って

いる。 

 

② 継承者による酪農経営の特徴 

継承者による酪農経営の特徴としては、大きく 3 点が挙げられる。 
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第 1 に、継承支援を受けて就農した酪農家（調査 対象者）は、30～40 代で就農しており、A 県

の事例を除き B・C・D 県の事例では酪農法人での勤務経験を持つなど移譲前に酪農技術を習得し

ていたことが特徴である。また A 県の継承者も、妻の実家が北海道で酪農経営を営んでおり、同

牧場での短期間の研修を受けているので、未経験者とまでは言えない状況にある。また C 県の事

例のように前経営者の急逝に伴う継承とは違い、支援組織のマッチングを経た A・B 県（移譲済）、

D 県（移譲中）では、現在でも移譲者と良好な関係を構築している。B 県は移譲後も日常的に作

業支援を行う関係性を構築している。そして、期間やその位置づけは異なるものの、いわゆる“併

走期間”が存在していることが特徴と言える。優良事例を取り上げたためと思われるが、併走期間

が長期化しても、取り上げた 4 つの事例ではトラブルなく経営継承できている。 

第 2 に、バラエティに富んだ酪農経営体を設立している点である。飼養形態（牛舎）を見ても、

山地酪農（牛舎なし）、繋ぎ飼い牛舎、フリーバーン牛舎と多様な形態が見られる。搾乳形態につ

いては、継承時に新設してミルキングパーラー・システムを導入するなど近代化を図っている。

特に、山地酪農など必ずしも生産性という面では高くない酪農経営の継承支援を行っているとい

う事実は、都府県酪農地域の危機感の表れと指摘できるだろう。 

D 県の事例では、2018 年 11 月に酪農協が中心となって株式会社方式の雇用型酪農経営体を設

立したため、年間出荷乳量、販売額が際立って大きい。一方の A・B・C 県の事例は、個人による

第三者継承であり、現在は家族、特に夫婦 2 名により営農されている。 

第 3 に、調査対象となった経営体の増産意欲が高いことである。早期に経営を軌道に乗せ、借

入金の返済を行いたいとの思いから、搾乳牛の導入や飼料の工夫、更には従業員の導入・教育に

より生産能力を向上したいとの意向を持っている。C 県の事例では、20 年償還予定の借入金を 12

年目で完済したため、現状維持の予定であるが、稲 WCS の利用が乳質向上に寄与したため、同飼

料の給餌割合を増やしたいなど耕畜連携に向けた取組みを積極的に行っている。 

 

（3）小括 

以上までにおいて、協議会方式である A・B・C 県と酪農協主導方式である D 県の取組みにつ

いて見てきた。更なる事例調査は必要であると前置きした上で、これらの 2 つの方式を比較した

結果、以下の 2 点が明らかとなった。 

第 1 に、協議会方式の特徴と課題である。協議会方式の特徴は、多様な組織がそれぞれ保有し

ている支援、経営、技術に関する情報を集約することができることである（情報の一元化・共有

化）。継承者側にも協議会主催の検討会などを通じて、様々な助言を提供できたり、検討会では各

組織が同席しているため各種手続きが簡略化されたりと利点も多い。 

他方、協議会方式の課題としては D 県の事例が直面したように、酪農家と地域住民間でコンフ

リクトが発生した際に、行政は両者の意思を尊重しなければならず、移譲計画とその実施が遅滞

する可能性もある。 

第 2 に、地元酪農協（地元 JA も含む）などの役割が大きいことである。協議会の中でも酪農家

（生産者）の情報を最も詳細に保有しているのは、地元酪農協であり、離農予定者のリスト化や

移譲者の発掘を実施している。また資産評価も地元酪農協が行うことが多く、移譲者と継承者で

の相対交渉を行う場合においても酪農協による評価額が参考価格として提示されていた。  
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上記 2 点および今後の支援組織の面的広がりを重視すると、都府県酪農で第三者継承を支援す

る場合には行政機関を核としながら、畜産協会、地元酪農協を含めた形態での協議会方式による

支援が基本としての支援方式になり得ると考える。その際、地元酪農協など酪農家に身近な組織

の参画が肝要である。 

これに加えて、支援方式別に支援内容と受け入れた人材について見ると、「協議会方式」では既

存の家族経営のままで「継承」するための支援が重視されるため、個人で酪農経営を希望する者

（特に経験者）の受け入れに積極的であることが挙げられる。費用に関しても、飼養施設等の購

入費に加えて、必要資材の修繕費が中心で、初期投資を多額に行わないため抑えられるという特

徴がある。 

一方、「酪農協主導方式」では、意思決定過程に参画する組織・主体が少ないことから、スピー

ド感を持って継承プロセスを進められることが挙げられる。加えて、継承プロセスと法人化（株

式会社化）は並行して実施されることから、「協議会方式」では対応が難しい事例についても継承

を進めることができる可能性がある。事例 D の支援事例の場合は独自のケースであると思われる

が、雇用を導入できる規模になるように牛舎を新設したため、多額の費用が必要になった。その

ため、移譲プロセスの途上で雇用導入型の酪農法人に転換し、その後は企業同様に社内教育を実

施し、未経験者を含めて受け入れている。 

 

4. 事例の考察 

本研究では、酪農の第三者継承支援に取り組む都府県地域を事例に支援組織及び支援を利用し

た酪農経営者の聞き取り調査を実施し、その結果を比較分析することで、支援組織の役割と課題

について明らかにした。 

考察の結果、都府県酪農の第三者継承を支援する組織の役割と課題について次の 3 点が分かっ

た。第 1 に、協議会方式の支援体制を構築したことが情報の共有や一元化を可能とし、移譲者・

継承者双方にとって円滑な継承に寄与していることが分かった。また、協議会方式を補完するも

のとして酪農協主導方式を位置づけることができる。 

第 2 に、現場の担当者レベルでは離農予定者を把握しているものの、リストとしての取りまと

め及び更新が進展していない状況が分かった。 

第 3 に、第三者継承の実施段階になった際に、近隣住民が環境悪化などを理由に継承者による

経営開始に反対する状況も見られ、協議会方式の支援組織ではこうした問題への対応が困難にな

る場合があることが分かった。このことは性格の異なる組織同士が支援を実施する難しさを示し

ていると指摘できる。 

山内ら（2019）の調査においても、島根県内の新規参入者及び地元中小乳業への調査から、「地

域住民の理解の乏しさ」を酪農の新規参入における課題として示している。こうした課題は本研

究においても、都府県酪農における共通的な課題として確認したとともに、行政や酪農協などの

中間組織が入っても近隣住民への理解促進が難しいことを明らかにできたことが、本研究におけ

る新たな示唆である。協議会方式では行政が深く関与しているため、地域住民の意向を重視し、

理解促進を図るよりも、第三者継承による酪農継続を断念させてしまうほうを選択する状況も見

られている。こうした状況に対して D 県の事例では、行政を介さず酪農協主導で第三者継承の受
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け皿となる組織を設立したことで、継承事業を遂行している。 

都府県酪農において第三者継承を進めていく上では地域住民からの理解を得ることが必要条件

になる。このため長期的な視点に立てば、酪農教育ファーム活動など通じて、地域住民が幼少期

から酪農に触れる機会を創出することが、地域住民への理解促進を促し、引いては地域酪農の生

産基盤の維持にも繋がる重要な取組みであると考える。 

今後の研究課題として、以下の 2 点が挙げられる。第 1 に、今回の研究実施によって、2 つの支

援方式が確認できた。特に酪農協主導型の D 県の事例は株式会社による酪農経営継承を検討する

一助になるものであり、稿を改めて検討したい。 

第 2 に、今回の研究では協議会方式と酪農協主導方式の 2 形態の支援組織を見てきたが、他形

態の支援組織の分析を進める必要があると思われる。加えて、北海道や四国・九州を含めた分析

を行い、更なる研究の蓄積から酪農における第三者継承の支援方策を明らかにしたい。 

 

5. おわりに－本研究を通じての成果と課題－ 

 

 

上図には、本研究事業を通じて解明できた内容を模式図として示したものである。今回の調査

事業で主な対象とした 4 つの都府県（関東地方、中部地方、中国地方）では、県組織を中心とし

た「協議会」を形成して、酪農の第三者経営継承支援を実施していることが分かった。 

本研究から見えてきた協議会による支援方式（協議会方式）の特徴は 2 つある。第 1 に、行政、

酪農協など多様な支援機関が集まり、チームを形成して対応するため、離農者と継承者に対して

ワンストップ型の支援サービスを提供できる点である。協議会メンバーが一堂に会した場で、相

談や指導業務に当たれるため、多面的な助言が得られるとともに、その場で、それぞれの役割分

担などが明確になるため、支援を受ける側の利点も大きい。 

一方で、多様な機関が介在することで発生する弊害もまた存在している。例えば行政機関が介

入することで、助成金で牛舎を新設した場合に建築確認に多くの時間を要してしまい、継承した
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酪農家経営のキャッシュフローで支障が生じていることが確認できた。また、都府県酪農の重要

な課題であるが家畜糞尿の「臭い」を巡って、地域住民とのコンフリクトが発生してしまった場

合に、行政機関が中立性を保とうとするために、問題解決が図れないなどの問題があることが今

回の事例調査からは浮かび上がってきた。 

以上のような事案に対して不満を感じていた事例 D は、協議会方式を中止して、酪農協指導に

よる第三者経営継承の支援方策を作り上げた。酪農協が中心となり、サポートチームを形成して、

牛舎をリニューアルするとともに、企業形態も経営方式も大きく変更させる仕組みを作り上げた。

企業形態として、株式会社方式を選択して株式譲渡による経営継承を実現するとともに、酪農協

の組合長など議決権を有する株主となることで委譲期間中の経営を管理できるガバナンス機能も

持たせている。そして、雇用導入型の酪農経営体を構築することで、進展化する多頭飼養にも対

応している。 

このように、1 つの組織が支援を進めることで、意思決定やその実施にスピード感が増したり、

先の地域住民とのコンフリクト問題でも様々な解決オプションが選択出来たりと、自由度の高い

支援内容を構築することができた。 

その一方で、こうした酪農のあり様に賛同する人でなければ、支援を受けることが難しくなっ

たと言えるだろう。この点は協議会方式とは異なり、多様な酪農経営の在り方は認められにくい

ものである。同事例のような生産性を重視した酪農経営に賛同することが、この支援方式を受け

るための必要条件になっている。 

今回の調査では、異なる 2 つの支援方式を実施する事例への聞き取り調査から、都府県酪農に

おける第三者継承支援の実態解明を試みた。その結果、協議会方式と酪農協主導型方式の特徴と

課題がそれぞれ見えてきた。協議会方式は、手厚いサポートが実施できる一方で、多様な機関が

関わることの困難さが分かってきた。酪農協主導型方式では、継承プロセス自体のスピード感を

高めること、課題に対してもオプションが増えるなどの利点もあるが、継承希望者をセレクショ

ンにかけたりするという課題が見られた。酪農従事者の数が減る中で、入口を狭めることの是非

の解明については更なる調査・研究が必要になると思われるため、今後の動向にも注視していき

たい。 

 今回はマンパワーの限界もあり、4 つの事例分析にとどまったが、今後も同様の研究を継続し、

事例数を増やすことで、今回確認できなかった他の支援方式について調査を進めてゆきたい。加

えて、本州地域を中心としてしまったため、四国・九州の事例についても見ていきたいと考える。

また、近年、法人組織が廃業予定（廃業後）の牛舎や搾乳施設等を買い取る、いわゆる M＆A を

進める事例が見られているので、その実態解明も行っていきたい。 

 以上より、都府県酪農で求められる酪農の第三者経営継承支援の在り方として、肝要なのは地

域住民との共存（coexist）を図るための仕組みの形成であろう。戦後 70 年を経て、主業として農

業を営む人々が減少し（混住化が進展し）、畜産業のにおいに対する風当たりは一層速度を増して

いる。テレビでは連日のように洋服の臭いを落とす洗剤や消臭スプレーの CM が流れ、「無臭社

会」という新語が出現したように、今後もこのにおいに対する風当たりはやむことはないだろう。

こうした逆境のなかで、酪農業が共存していくためには、地域住民へ酪農業に対する理解を深め

ていくことが重要である。酪農業には、生命産業として、「母性」「やさしさ」「温かみ」を感じら
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れるものであると筆者らは考えている。そこで、酪農教育ファームなどの仕組みをいまいちど積

極的に活用して、まずは酪農業を広く消費者に知ってもらう取組から始めてみてはどうだろうか。

地域住民の酪農意識の変容と、消費動向への働きかけは、都府県酪農の未来を考えるためにも重

要なファクターとなりうる。 

 最後に、このような機会を与えてくださった一般社団法人 J ミルク様、数々の貴重なご助言を

賜った審査員の先生方へ心からの感謝を申し上げる。本研究を礎としながら、今後の都府県酪農

に関する研究進展に一層邁進してゆきたい。 

 

注 

1. 長田他（2017）と山内他（2019）では、酪農の第三者継承にも言及されているが、主な研究対

象となっているのは酪農の新規参入全般と広い。加えて、長田他（2017）は酪農への新規就

農者の就農プロセスとそこから見えた課題の抽出を中心としており、山内他（2019）は前半

部では栃木県内の 2 農協の新規参入に関する状況をアンケート調査等から分析し、後半では

島根県における第三者継承の実態をヒアリング調査から明らかにしている。しかし両研究と

もに、第三者継承支援については単一事例の調査となっている。山崎（2012）や高津・鵜川

（2019）は都府県部での第三者継承に焦点を当てているものの、やはり単一事例の分析にと

どまっている。 

2. 本研究における「協議会方式」とは、第三者継承支援事業を行う地域の行政機関に事務局組

織を設置し、畜産協会、生産者組織など関係機関が、第三者継承の円滑な実施のための情報

共有や連絡調整、実際の支援を行う方式である。 

3. 「酪農協主導方式」とは、第三者継承支援を行う地域にある酪農協が事務局組織となり、第

三者継承の支援を実施する生産者組織主導型の方式である。 

4. 当時の組織化は、本稿で定義した｢協議会方式｣が主なものであった。 

5. 今後担い手が縮小する中で多様な在り方を検討する必要があるためである。  

6. 2011～2012 年度は県単事業、2013 年度は国の産地収益力向上支援事業、2014～2017 年度は県

単事業、2018～2022 年（予定）は国の畜産クラスター事業。 

7. その後も 3 年程度の期間、酪農ヘルパーとして勤務して、搾乳・飼養技術を習得することを

推奨している。 
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